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募集要項
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● 　全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環
境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対して、保
護者の多様な働き方やライフスタイルに関わらない形で
の支援を強化するため、本制度が創設されることになり
ました。

● 　本市では、令和７年７月から公立保育所４箇所におい
て試行的に事業を実施していますが、子育てに関する悩
みや孤立を抱えている方がおられました。

● 　本制度は、こどもの認定申請の有無、また認定後の利
用実績等を市町村側が把握することができるため、支援
が必要な家庭やこどもの把握などにつなげていきたいと
考えています。

● 　また、本制度を通じて、本市の多様な就学前教育・保
育施設を、未就園のこどもやその家庭に体験してもらう
ことで、こどもの成長や就園につながるよう、制度の周
知や利用促進を図っていきたいと考えています。

＜試行実施における制度利用のきっかけ・動機＞

慣れ・興味孤立・孤独育児不安

制度の趣旨

制度概要 P4
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制度概要
事業概要

P5

実施施設 認可保育所、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業所（居宅訪問型保育事業を除く） 、企
業主導型保育事業所

対象児童 保育所・幼稚園・認定こども園・地域型保育事業・企業主導型保育事業所等に在園していな
い０歳６か月から満３歳未満の乳幼児※

※令和８年度から広域利用（本市在住ではないこどもの利用）が可能。

実施日・時間 実施日（曜日）や１日の利用時間枠は事業者で自由に設定

実施方法 ➀一般型（在園児合同型又は専用室独立型）　②余裕活用型

定員設定 １時間当たりの総定員数を設定

利用可能時間 こども１人当たり月10時間上限

利用料 各施設で設定（標準額300円）、給食費等の実費徴収可能

予約・管理 こども誰でも通園制度総合支援システム

事業位置づけ 給付制度（乳児等通園支援給付）
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制度概要 P6
【佐土原】

７施設

【高岡】
３施設

【田野】
４施設

【清武】
10施設

【南部】
３施設

【中北部】
５施設

【中央部】
９施設

【中西部】
10施設

令和８年度実施施設（54施設）

施設類型
・保育所　　　　　14施設
・認定こども園　　37施設
・小規模保育事業　 ３施設

実施方法
・一般型　40施設
　（在園児合同型38施設）
　（専用室独立型 ２施設）
・余裕活用型　15施設
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本市の対象児童数
本市における対象児童数（令和８年４月１日時点）

P7

参考：本市の児童数の推移（各年４月１日時点）

年齢 対象児童数（非入所児童数）
①－②

①本市の児童数
（４月１日人口統計）

②保育所等に通っている児童数
（４月１日保育施設利用児童数）

０歳６か月以上 746人 1,213人  467人

１歳 611人 2,372人 1,761人

２歳 546人 2,637人 2,091人

合計 1903人 6,222人 4,319人

年齢 R３ R４ R５ R６ R７ R８
０歳 3,045 2,995 2,829 2,604 2,363 2,426

1・２歳 6,521 6,344 6,160 5,857 5,469 5,009

合計 9,566 9,339 8,989 8,461 7,831 7,435

（前年度比） - 0.9762 0.9625 0.9412 0.9256 0.949
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利用実績
利用実績（令和８年４・５月）

P8

項目 ４月 ５月

実利用者数 50人 71人

延べ利用者数 101人 147人

延べ利用時間 190時間 369.5時間

１人当たり平均利用時間 3.8時間 5.3時間

給付費請求施設数 22施設 22施設

給付費請求額 348,150円
１施設平均15,825円

623,100円
１施設平均28,323円

誰通システム登録者数
（令和８年７月９日時点）

・登録保護者数　約400人

・登録こども数　約470人
　【内訳】
　　０歳児クラス　約210人
　　１歳児クラス　約160人
　　２歳児クラス　約100人
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　02.　事業者の募集
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募集要項
P６～12
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実施方法
一般型と余裕活用型

P10

実施方法 内容

一般型
（在園児合同）

保育所等の本体施設の定員とは別に「こども誰でも通
園制度」の定員を設定し、在園児と同じ部屋で「こど
も誰でも通園制度」を利用する児童を受け入れる。

一般型
（専用室独立）

保育所等の本体施設の定員とは別に「こども誰でも通
園制度」の定員を設定し、在園児とは別の部屋で「こ
ども誰でも通園制度」を利用する児童を受け入れる。

余裕活用型 保育所等の本体施設の３歳未満児の在籍児童数がその
定員に達していない場合に、定員の範囲内において、
在園児と同じ部屋で「こども誰でも通園制度」を利用
する児童を受け入れる。

✓ 余裕活用型を実施でき
る施設は、保育所、認
定こども園及び地域型
保育事業のみ実施可能
です。

✓ 余裕活用型の「定員に
達しない場合」とは、
本体施設の利用定員を
指します。弾力運用の
上限ではないことにご
留意ください。
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スケジュール
認可までのスケジュール（共通）

P11

日程 手続き

令和８年７月10日 【宮崎市→事業者】実施事業者向け説明会

７月10日～８月10日〆 【事業者→宮崎市】事前協議（必須）

７月10日～８月31日〆 【事業者→宮崎市】認可･確認申請書提出（〆切厳守）

８月～９月頃 【宮崎市→事業者】申請内容の審査･現地調査･ヒアリング

９月～10月頃 【宮崎市】宮崎市こども･子育て会議（乳幼児部会･全体会）における意見聴取

10月頃 【宮崎市】宮崎市社会福祉審議会（児童福祉専門分科会）における意見聴取

10月～11月頃 【宮崎市→事業者】認可・確認通知
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スケジュール P12
事業開始に向けたスケジュール（令和８年11月開始の場合）

日程 手続き

令和８年10月頃 【宮崎市→事業者】こども誰でも通園制度総合支援システム登録

・操作に関する講習会

令和８年11月頃 【事業者】事業開始

事業開始に向けたスケジュール（令和９年４月開始の場合）

日程 手続き

令和９年２月頃 【宮崎市→事業者】こども誰でも通園制度総合支援システム登録

・操作に関する講習会

令和９年４月１日 【事業者】事業開始
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提出書類
提出書類一覧（社会福祉法人又は学校法人の場合）
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書類 一般型 余裕活用型

乳児等通園支援事業認可申請書（兼）特定乳児等通園支援事業者確認申請書 ○ ○
実施計画書（一般型用又は余裕活用型用） ○ ○
建物の平面図（各部屋の用途・面積等を明示したもの） ○ ○
運営規程・重要事項説明（案段階のもので可） ○ ○
収支予算書 ○ ○
職員一覧表・資格証の写し（研修の修了証等の写し含む） ○ 不要
定款・寄附行為の写し（変更の有無を問わず現時点版を提出） ○ ○
誓約書・法人役員名簿 ○ ○
安全計画（既存の計画で可） ○ ○

○
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提出書類
提出書類一覧（社会福祉法人及び学校法人以外の場合）
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書類 一般型 余裕活用型

乳児等通園支援事業認可申請書（兼）特定乳児等通園支援事業者確認申請書 ○ ○
実施計画書（一般型用又は余裕活用型用） ○ ○
建物の平面図（各部屋の用途・面積等を明示したもの） ○ ○
設備の概要 ○ 不要
土地・建物の登記簿謄本（登記事項全部証明書） ○ 不要
賃貸借契約書の写し、無償の貸与又は使用許可を受ける事を証明する書面の写し（不動産の貸与を受ける場合のみ提出） ○ 不要
運営規程・重要事項説明（案段階のもので可） ○ ○
経営の責任者及び福祉の実務に当たる幹部職員の履歴書・資格証の写し ○ ○
法人全部事項証明書（登記簿謄本） ○ ○
職員一覧表・資格証の写し（研修の修了証等の写し含む） ○ 不要
収支予算書 ○ ○
預金残高が分かる書類（預金残高証明など）、借入金明細書、直近３年間の運営状況（決算書等） ○ ○
定款等の写し（変更の有無を問わず現時点版を提出） ○ ○
誓約書・法人役員名簿 ○ ○
安全計画（既存の計画で可） ○ ○
消火設備点検報告書又は検査済証の写し ○ ○
防火管理者選任届出書の写し ○ ○
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　03.　職員配置基準
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募集要項
P13～15
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一般型における職員配置の緩和規定

P16

【原則】従事者は２名以上、保育士は１/２以上

【例外①】従事者１名（保育士必須）とすることが可能
　教育・保育施設等と一体的に実施する場合で、本体施設等の保育等の保育従事者による支援を受
けられる場合は、保育士１名で保育できる利用児童の範囲内において、乳児等通園支援従事者を保
育士１名とすることができる。

【例外②】従事者１名（保育士ではなく子育て支援員でも可）とすることが可能
　乳児等通園支援事業の利用児童数が３人以下でかつ、本体施設等の保育が現に行われている保育
室等で、一般型乳児等通園支援事業が実施され、本体施設等の保育士による支援が受けられる場合
は、乳児等通園支援従事者を１名とすることができる。　　

一般型における職員配置の緩和規定
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施設型給付費等における処遇改善等加算との関係

P17

＜こども家庭庁QAより＞
【質問】
　乳児等通園支援事業に従事している職員は、施設型給付費等における処遇改善等加算の対象とな
り得るか。

【回答】
　一般型乳児等通園支援事業に従事している職員に対する給料等は、乳児等支援給付費等から支出
するものになるため、施設型給付費等における処遇改善等加算の対象にはなりません。 
　ただし、余裕活用型乳児等通園支援事業に従事する場合や、一般型乳児等通園支援事業を実施し
ていない時間帯に、当該職員が保育所等において通常の教育・保育に当該保育所等の職員として従
事する場合については、施設型給付等における処遇改善等加算の対象とすることは可能です。 　　

本体施設との職員の兼務
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乳児等通園支援事業における「実務を担当する幹部職員」を施設長が担う場合

P18

＜こども家庭庁QAより＞
【質問】
　児童福祉法に「実務を担当する幹部職員」、児童福祉法施行規則に「福祉の実務にあたる幹部職
員」とあるが、保育所等で乳児等通園支援事業を実施する場合には、基本的に保育所等の施設長が
乳児等通園支援事業の実務を担当する幹部職員にあたると考えてよろしいか。

【回答】
　ご認識のとおりです。
　ただし、実務を担当する幹部職員は、保育所等の施設長でなくとも要件を満たすことが可能であ
ることから、通常の教育・保育に支障がでない者で対応をお願いします。 　　

本体施設との職員の兼務
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乳児等通園支援事業における「実務を担当する幹部職員」を施設長が担う場合（続き）

P19

＜こども家庭庁QAより＞
【質問】
　保育所等における施設長は運営管理業務に専従することが求められており、２以上の施設又は他
の事業と兼務し、施設長として職務を行っていない者は欠員とみなされ、施設型給付費及び地域型
保育給付費等が減算されるが、当該施設長が児童福祉法第34条の15第３項に規定する乳児等通園支
援事業の「実務を担当する幹部職員」を担う場合には減算の対象になるか。

【回答】
　乳児等通園支援事業における「実務を担当する幹部職員」は、日常的に業務に従事することは想
定しておらず、保育所等の施設長が当該幹部職員を担うことをもって直ちに減算の対象となるもの
ではありません。
 　　

本体施設との職員の兼務



宮崎市宮崎市

本体施設での保育や一時預かり事業との職員の兼務

P20

＜こども家庭庁QAより＞
【質問】
　乳児等通園支援の専従の配置が求められる場合、当該事業を行っているときのみ、専従であれ
ば、他の時間帯については問題がないという理解でよろしいか。

【回答】
　ご認識のとおりです。
 　　

本体施設との職員の兼務
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本体施設での保育や一時預かり事業との職員の兼務（続き）

P21

＜こども家庭庁QAより＞
【質問】
　一時預かり事業で保育所と一体的に事業を実施している施設において、一時預かり事業の専任職
員が１名の場合、その職員が乳児等通園支援の専任職員も兼ねることは可能か。 

【回答】
　保育所と一体的に実施する一般型一時預かり事業と、当該保育所と一体的に実施する乳児等通園
支援事業を同じ時間帯に実施する場合、当該一般型一時預かり事業に充てられている１名の専任職
員をもって当該乳児等通園支援事業の職員とすることはできません。 ただし、両事業の実施時間が
重ならない場合であれば、それぞれの事業の専任職員として取り扱って両方の事業を実施すること
が可能です。
 　　

本体施設との職員の兼務
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本体施設での保育や一時預かり事業との職員の兼務（続き）

P22

＜こども家庭庁QAより＞
【質問】
　職員を通常保育や一時預かりと兼任した場合、それぞれの事業の運営費における算定対象となる
か。 

【回答】
　対象経費を適切に区分し、管理いただくことを前提とし、ご認識のとおりです。 なお、それぞれ
の事業で専任要件がある場合は、同一時間帯に複数の事業を兼務することはできません。
 　　

本体施設との職員の兼務
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　04.　設備基準
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募集要項
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設備基準
設備運営基準（認可基準）概要

P24

本市は条例で
国基準（※）と同内容を
規定しています。
保育所等に求められる
基準と同様です。

※乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（令和７年内閣府令第１号）

項目 内容

一般原則 利用乳幼児の人権への配慮、人格の尊重 評価を通じた質の
改善 地域や保護者との交流・説明責任

非常災害 非常災害に必要な設備の設置、計画策定、避難訓練の実施

安全計画 安全計画の策定、周知、研修の実施

職員 健全な心身、豊かな人間性、倫理観、熱意、自己研鑽、知
識や技能の習得・向上

平等・虐待防止 国籍・信条等による差別的取扱いの禁止、虐待等の防止

衛生管理 食器等または飲用水の衛生的な管理 食中毒・感染症対策

食事 調理のための加熱、保存等の設備の設置

内部規定 運営方針、職員体制、利用定員、災害対策等の規定整備

苦情対応 苦情窓口の設置、指導や助言に従った改善

項目 内容

設備基準 ０・１歳児【乳児室】1.65㎡以上/人
　　　　　【ほふく室】3.3㎡以上/人
２歳児　　【保育室又は遊戯室】1.98㎡以上/人

職員配置 ０歳児　　：職員＝３：１
１・２歳児：職員＝６：１
※半数以上は保育士、職員は２人を下回ることはできない
（緩和規定あり）。

職員要件 保育士
保育士資格がない場合は研修（※）終了が必要
※子育て支援員研修（こども誰でも通園制度コース）
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　05.　運営基準

25

募集要項
P18～34
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運営基準
設備運営基準（認可基準）概要

P26

本市は条例で
国基準（※）と同内容を
規定しています。
保育所等に求められる
基準と同様です。

※乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（令和７年内閣府令第１号）

項目 内容

一般原則 利用乳幼児の人権への配慮、人格の尊重 評価を通じた質の
改善 地域や保護者との交流・説明責任

非常災害 非常災害に必要な設備の設置、計画策定、避難訓練の実施

安全計画 安全計画の策定、周知、研修の実施

職員 健全な心身、豊かな人間性、倫理観、熱意、自己研鑽、知
識や技能の習得・向上

平等・虐待防止 国籍・信条等による差別的取扱いの禁止、虐待等の防止

衛生管理 食器等または飲用水の衛生的な管理 食中毒・感染症対策

食事 調理のための加熱、保存等の設備の設置

内部規定 運営方針、職員体制、利用定員、災害対策等の規定整備

苦情対応 苦情窓口の設置、指導や助言に従った改善

項目 内容

設備基準 ０・１歳児【乳児室】1.65㎡以上/人
　　　　　【ほふく室】3.3㎡以上/人
２歳児　　【保育室又は遊戯室】1.98㎡以上/人

職員配置 ０歳児　　：職員＝３：１
１・２歳児：職員＝６：１
※半数以上は保育士、職員は２人を下回ることはできない
（緩和規定あり）。

職員要件 保育士
保育士資格がない場合は研修（※）終了が必要
※子育て支援員研修（こども誰でも通園制度コース）
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運営基準
給付制度化に伴う運営基準（確認基準）概要

本市は条例で
国基準（※）と同内容
を規定しています。

P27

項目 内容

一般原則 ・こどもが健やかに成長するための適切な環境の確保
・こどもの意志及び人格の尊重
・地域、家族及び福祉サービス提供者等との密接な連携
・虐待の防止、職員の研修

利用定員 １時間当たりの利用定員設定

運営 ・利用申込み後の保護者面談の実施 
・正当な理由のない提供拒否の禁止 
・保護者への給付認定の申請に係る援助 
・こども及び保護者の心身の状況等の把握 
・円滑な接続のための特定教育・保育施設等との連携 
・提供内容等の記録 
・費用受領の内容・額等 
・外部評価の結果公表・改善 
・こどもの体調急変等への速やかな対応 
・保護者の不正に関する自治体への通知義務 

項目 内容

運営 ・運営に関する重要事項に関する規程（運営規程）の策定
・適切なサービス提供に資する職員の勤務体制の確保
・利用定員の遵守
・運営規程等の掲示義務
・こどもの国籍・信条等によらず平等に取り扱う原則
・虐待等の禁止
・こどもや家族の秘密の保持
・サービス内容に関する情報提供の努力
・苦情対応とその解決に向けた改善
・地域との連携・交流
・事故発生の防止及び発生時の対応 
・会計の区分や記録の整備

※特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準（令和７年内閣府令第95号）
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利用方法
柔軟利用と定期利用

柔軟利用 定期利用

利用する園、曜日や時間を固定しない利
用方法

利用する園、曜日や時間を固定し、定期
的に利用する方法

利用者がある程度固定される。幼稚園等
における「未就園児クラス」のイメージ

利用者のニーズに合わせた利用が可能

＜例＞
毎週水曜（午前）
３時間×月３日

３時間利用 ３時間利用 ２時間利用
＜例＞

P28

■ 各事業所は、誰通システ
ム初期設定時に、利用方
法を設定する必要があり
ます。

■ 「定期利用」「柔軟利
用」について、どちらか
一方での実施だけではな
く、両方を組み合わせる
ことも可能です。
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　06.　給付費
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募集要項
P35～36
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給付費
令和８年度給付費（公定価格）

項目（単価） 令和８年度 （参考）令和７年度

基本分単価（１時間当たり） ０歳児：1,700円
１・２歳児：1,400円

０歳児：1,300円
１歳児：1,100円
２歳児：900円

障害児加算（１時間当たり） 600円 400円

医療的ケア児加算（１時間当たり） 2,500円 2,400円

要支援家庭のこども加算（１時間当たり） 600円 400円

初回対応加算（１回当たり） ０歳児：1,700円
１・２歳児：1,400円 -

生活困窮家庭等負担軽減加算（１時間当たり）
生活保護世帯：300円上限、

市町村民税所得割合算額77,101円未満である場合
・要支援家庭である場合：200円上限

-

保護者支援面談加算（１回当たり） 1400円 -

P30
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　07.　認可申請・
　　　  事業開始
　　　  に向けた準備

31
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事前協議の日程調整
以下カレンダーの○がついている時間帯で、第１～３希望の日程をご連絡ください。

P32

日 月 火 水 木 金 土

７/10 11

12 13
午前○　午後○

14
午前×　午後○

15
午前○　午後×

16
午前○　午後×

17
午前×　午後×

18

19 20 21
午前×　午後×

22
午前○　午後×

23
午前○　午後○

24
午前○　午後○

25

26 27
午前○　午後×

28
午前○　午後○

29
午前×　午後×

30
午前○　午後○

31
午前○　午後×

日 月 火 水 木 金 土

８/１

２ ３
午前○　午後○

４
午前○　午後○

５
午前○　午後×

６
午前○　午後○

７
午前○　午後×

８

９ 10
午前○　午後○

11 12 13 14 15

７
月

８
月

✓ 保育幼稚園
課にて対面
で実施しま
す。

✓ メールまた
は電話にて
ご連絡くだ
さい。

✓ 所要時間は
30～60分程
度となりま
す。
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事前協議に必要な書類の準備
事前協議では、案段階の「実施計画書」及び「建物の平面図」をご持参ください。
事前協議時点では、「実施計画書」に空欄があっても差し支えありません。

P33

乳児等通園支援事業
実施計画書

（一般型用・余裕活用型用）

※指定様式（excelファイル）あり

建物の平面図

※各部屋の用途・面積が分かるもの



宮崎市宮崎市

認可申請書類の準備
不備等により差し戻しが生じる可能性があります。期限まで余裕をもってご提出ください。

P34

提出書類
提出書類

提出書類
提出書類提出書類一覧表

（チェック表）

✓ 提出方法はメールによるデータ提出、郵
送、窓口持参のいずれも可能です。

✓ メールによるデータ提出の場合、「欠格事
由に該当しない旨の誓約書」だけは、署名
又は記名押印が必要となりますので、郵送
又は持参によりご提出ください。

✓ 認可申請書類の提出があり次第、順次、現
地確認やヒアリング等を実施します。
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定款・寄附行為の変更要否
社会福祉法人の定款、学校法人の寄附行為について、変更要否についてご検討の上、事業開始ま
でに必要な手続きを行ってください。

P35

＜社会福祉法人の定款の変更例＞
（目的）
第一条　この社会福祉法人（以下「法人」
という。）は、多様な福祉サービスがその
利用者の意向を尊重して総合的に提供され
るよう創意工夫することにより、利用者
が、個人の尊厳を保持しつつ、自立した生
活を地域社会において営むことができるよ
う支援することを目的として、次の社会福
祉事業を行う。
（１）第二種社会福祉事業
　（イ）幼保連携型認定こども園の経営　　
（ロ）一時預かり事業の経営
　（ハ）放課後児童健全育成事業の経営　　
（二）乳児等通園支援事業の経営

＜令和８年２月６日付けこども家庭庁保育政策課事務連絡＞
１ 事業区分について 
　乳児等通園支援事業については、法第２条第３項第２号及び第４項第４号において、常時保護を
受ける者が20人以上の事業が第二種社会福祉事業に該当するものと規定されている。 
　同号の小規模事業の規定は、小規模事業については、法による各種の規定に従わせる必要性が乏
しく、また多くは個人の慈善心によるものであってその弊害も少ないと考えられることから、社会
福祉事業には含まれない旨を定めたものであり、同号の規定が適用されるか否かを判断するに当
たっては、特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準（令和７年内閣府令第95号）第３条第２
項に規定する「一月当たりの利用定員」を参考に、実態として小規模であり、社会福祉事業とする
にはふさわしくないものか、という観点で判断すること。 
２ 定款への記載について 
　社会福祉法人が乳児等通園支援事業を第二種社会福祉事業に該当するものとして実施するに当
たっては、法に基づき、定款に定める必要がある。各法人において、所定の手続きを経て所轄庁へ
定款の認可申請を行い、所轄庁の認可を得ること。
　また、乳児等通園支援事業が法第２条第４項第４号の規定により社会福祉事業に該当せず、公益
事業として実施する場合についても原則として定款に定める必要があること。ただし、公益事業の
うち、規模が小さく社会福祉事業と一体的に行われる事業又は社会福祉事業の用に供する施設の機
能を活用して行う事業については、必ずしも定款に定めることを要しないこと。

Q

定款変更は必ず行う必要がありますでしょうか。  

A

社会福祉法人が乳児等通園支援事業を第二種社会福祉事業に該当するものとし

て実施す るに当たっては、社会福祉法第31条第１項に基づき、定款に定める

必要があります。 また、乳児等通園支援事業が社会福祉法法第２条第４項第４

号の規定により社会福祉事 業に該当せず、公益事業として実施する場合につい

ても原則として定款に定める必要があ ります。ただし、公益事業のうち、規模

が小さく社会福祉事業と一体的に行われる事業又は 社会福祉事業の用に供する

施設の機能を活用して行う事業については、必ずしも定款に定 めることを要し

ません。 詳細は「乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）に係る社会福

祉法上の事業区分等 について」（令和８年２月６日付けこども家庭庁保育政策

課事務連絡）をご参照ください。 

Q

社会福祉法第２条第３項第２号及び第４項第４号において、常時保護を受ける

者が20 人以 上の事業は第二種社会福祉事業に該当するものと規定されている

が、ここでいう「常時保 護を受ける者」とは乳児等通園支援事業においては何

を指すか。 

A

特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準（令和７年内閣府令第95 号）第

３条第２項 に規定する「一月当たりの利用定員」を参考に、事業所ごとにご判

断ください。なお、「一月 当たりの利用定員」は当該事業所における１時間当

たりの利用定員×１月当たりの延べ開 所時間数で算出いただくことが考えられ

ます。 詳細は「乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）に係る社会福祉

法上の事業区分等 について」（令和８年２月６日付けこども家庭庁保育政策課

事務連絡）をご参照ください。 
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経理規程等の変更
「乳児等通園支援事業」の会計をその他の事業の会計と区分する必要があります。
法人の経理規程を確認の上、事業開始までに必要な手続きを行ってください。

P36

＜社会福祉法人の経理規程変更の例＞

（事業区分、拠点区分及びサービス区分）
第○条 事業区分は社会福祉事業とする。
２ 拠点区分は予算管理の単位とし、法人本部及び一体として運営
される施設、事業所又は事務所をもって１つの拠点区分とする。
３ 事業活動の内容を明らかにするために、各拠点区分においては
サービス区分を設け収支計算を行わなければならない。
４ 前項までの規定に基づき、当法人において設定する事業区分、
拠点区分及びサービス区分は以下のとおりとする。
 （１）社会福祉事業区分
 　　① ○○こども園拠点区分
　　　ア ○○こども園サービス区分
　　　イ ○○センターサービス区分
　　　ウ 乳児等通園支援事業サービス区分

＜令和８年３月30日付け文科省･こども家庭庁事務連絡＞
　学校法人が設置する幼稚園等において乳児等通園支援事業を実
施する場合、会計において部門を設けて表示することを要しない
ものとする。ただし、別途乳児等通園支援事業活動における収入
及び支出の内容がわかるよう、収支報告書等を作成すること。収
支報告書等は、例えば別添１のような書類を作成することが考え
られる。
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事業開始までに講習会を実施予定です。あらかじめマニュアル等を確認してください。

　　　　　事業者
・予約
・キャンセル
・基本情報登録

・利用実績確認
・予約管理
・利用実績登録
・請求書発行

・基本情報確認

　　　　市町村

誰通システム

　　　　利用者

・代理予約 ・利用状況の確認
・請求書確認

（参考）こども家庭庁「こども誰
でも通園制度総合支援システム　
利用マニュアル市区町村用」

誰通システムは、
・予約管理機能
・データ管理機能
・請求書発行機能　
を備えています。

P37誰通システムの初期設定・操作確認
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①ｼｽﾃﾑ登録申請 ⑥面談の実施②ｼｽﾃﾑ利用認定 ③情報登録 ④面談申込 ⑤面談申込受理

⑦利用予約 ⑧予約の確定 ⑨利用

【利用者⇒市】
市専用ﾌｫｰﾑ（ｽﾏｰﾄ申
請）からｵﾝﾗｲﾝ申請

【市⇒利用者】
市が利用登録認定、
誰通ｼｽﾃﾑのID付与

【利用者】
誰通ｼｽﾃﾑにﾛｸﾞｲﾝ、
児童の情報等を入力

【利用者⇒施設】
誰通ｼｽﾃﾑで希望する
施設の面談予約

【利用者⇔施設】
施設が面談日登録、
必要に応じ日程調整

【利用者⇔施設】
児童の情報等を確認

【利用者⇒施設】
利用者が誰通ｼｽﾃﾑ
から利用予約

【利用者⇔施設】
登降園を誰通ｼｽﾃﾑで
管理、利用料支払い

【施設⇒利用者】
施設が予約を確定

【施設⇒利用者】
施設が誰通ｼｽﾃﾑ
から代理予約

柔軟利用の場合 定期利用の場合

利用者目線での利用の流れは以下のとおりです。

P38誰通システムの初期設定・操作確認
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⑥面談の実施

⑦利用予約 ⑧予約の確定 ⑨利用

【利用者⇔施設】
児童の情報等を確認

【利用者⇒施設】
利用者が誰通ｼｽﾃﾑ
から利用予約

【利用者⇔施設】
登降園を誰通ｼｽﾃﾑで
管理、利用料支払い

【施設⇒利用者】
施設が予約を確定

施設目線での開始から運営の流れは以下のとおりです。事業開始までに➀～③が必要です。

P39

【施設⇒利用者】
施設が誰通ｼｽﾃﾑ
から代理予約

柔軟利用の場合 定期利用の場合
⑩給付費請求

【施設⇔市】
誰通ｼｽﾃﾑで請求
（毎月末）

①ｼｽﾃﾑ初期設定 ②ｼｽﾃﾑ操作確認 ③情報公開 ④面談予約受付 ⑤面談予約の確定

【施設】
誰通ｼｽﾃﾑに施設の

情報を入力

【施設】
誰通ｼｽﾃﾑの操作方法

を確認

【施設】
誰通ｼｽﾃﾑに施設の情

報を公開

【利用者⇒施設】
施設が面談日登録
必要に応じ日程調整

【利用者⇔施設】
面談予約日時を確定

誰通システムの初期設定・操作確認
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市 事業所番号
事業所種別
施設分類・施設分類補足
事業所名・事業所名（カナ）
認可年月日
連携ID（ここdeサーチ）
郵便番号
住所（市区町村）
住所（番地）
住所（建物名・部屋番号）
電話番号
設置区分
事業類型
設置者住所
設置者名
運営主体
施設管理者氏名
施設管理者氏名（カナ）
施設管理者メールアドレス
法人等代表者の氏名
法人等代表者の氏名（カナ）

基
本
情
報

公開設定（公開可否）
開所時間
問い合わせ時間
最寄り駅
ウェブサイトリンク
事業所情報（500文字以内）
事業所アピール（500文字以内）
面談可能曜日・時間
事業所写真（園舎の写真など）

利
用
条
件
・
料
金

利用開始時刻（分前・分後）
利用終了時刻（分前・分後）
仮予約取り消し締切時刻
開所日設定（曜日・時間）
予約受付設定
・予約受付開始日（何日前）
・予約確定締切日（何日前）
・予約受付締切日（何日前）・締切時刻
・仮予約取り消し締切日（何日前）
・仮予約取り消し締切時刻
初回面談受付設定
利用開始時刻（分前・分後）
利用終了時刻（分前・分後）
柔軟利用・定期利用の可否
・柔軟利用の設定（利用定員・年齢別）
・柔軟利用の利用料金
・定期利用料金の支払方法（後払い・都度払い）
・定期利用の説明
超過料金とキャンセル料金の設定
・超過料金の単価
・キャンセル料金の有無・金額
・キャンセル料金の説明
・キャンセル料金発生日

詳細情報（各事業者が内容を検討し入力）市区町村管理情報（市が入力）

提
供
サ
ー
ビ
ス
・
設
備

昼食有無
おやつ有無
各アレルギー対応可否（えび・かに
・小麦・そば・乳・卵・落花生・く
るみ・その他）
看護師の配置有無
障害児に係る児童の受入可否
医療的ケア児に係る児童の受入可否
一時預かり事業の有無
20時まで利用可否
園庭有無
駐車場有無

P40誰通システムの初期設定・操作確認
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保育士等の従事者の準備
保育士等の従事者は、「こども誰でも通園制度の実施に関する手引き」（こども家庭庁）を確認
してください。
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こども誰でも通園制度の
実施に関する手引

令和７年３月
（令和８年３月改訂版）

こども家庭庁

目次
Ⅰ 基本的事項 
①制度の意義 
１．基本的な考え方
２．こどもの成長の観点からの意義
３．保護者にとっての意義
４．保育者にとっての意義
５．事業者にとっての意義
６．制度の意義を実現するための
　　自治体の役割
②制度の概要
１．制度の概要
２．事業の全体像

Ⅱ 事業実施の留意事項
①共通事項
②通園初期の対応
③年齢ごとの関わり方の特徴と留意点
④特別な配慮が必要なこどもへの対応
⑤計画と記録
⑥保護者への対応
⑦要支援家庭への対応上の留意点
⑧その他

Ⅲ その他の留意点等
①個人情報の取扱いについて
②他制度との関係
③職員の資質向上等 
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保育士等の従事者の準備
こども家庭庁の研修動画「子育て支援員研修　 地域保育（こども誰でも通園制度（乳児等通園支
援））」を活用し事業所内で研修を実施してください。
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こども誰でも通園制度の研修について（こども家庭庁HP）
https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/daredemo-tsuen/kenshu

子育て支援員研修（地域保育コース） 
選択科目 こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）
https://www.murc.jp/library/survey_research_report/koukai_260306/ 

・こども誰でも通園制度の概要
・こども誰でも通園制度の保育内容 
・こども誰でも通園制度の運営
・こども誰でも通園制度における保護者への対応  

https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/daredemo-tsuen/kenshu
https://www.murc.jp/library/survey_research_report/koukai_260306/
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                                 ＜問合せ先＞
　宮崎市 子ども未来部 保育幼稚園課（宮崎市役所本庁舎１階）

　℡　0985-21-1774

　E-mail　10jidou-hoiku@city.miyazaki.miyazaki.jp

● 制度全般に関すること　・・・・・・・・・認可指導係

● 認可・確認に関すること　・・・・・・・・認可指導係

● 児童の認定に関すること　・・・・・・・・保育入所係

● 給付に関すること　・・・・・・・・・・・施設給付係

● 公立保育所における実施に関すること　・・企画管理係

mailto:10jidou-hoiku@city.miyazaki.miyazaki.jp
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